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はじめに
　英国の EU 脱退（Brexit）の政治過程において、脱退派の標語は“take 


















（ 1 ）　E.g., Anthony Reuben & Peter Barnes, “Reality Check：Checking the Vote 
Leave leaflet” （BBC News, 11 April 2016） https://www.bbc.com/news/uk─politics─
eu─referendum─36014941.









は、EC と EU の区別がとくに必要な文脈を除き、EC についても EU と表記す
る。）












定した（Jean Bodin, Les Six Livres de la République （1576））。ホッブスは、死ぬ
運命にあるこの世の神＝統治者が、外敵から共同体を防衛し、共同体を存続させる
ためになすべきあらゆることをする権威（共同体の成員同士の争いによる危害防
止・処罰を含む）を主権として語った（Thomas Hobbes, Leviathan （1651））。ル
ソーは、政治社会の成員たる市民の集合的単体（一般意思）により表明され行使さ
れる権力を主権とし、これはあらゆる事柄に及ぶ全般的、絶対的、不可譲の権力で



























のなかの国王（King ［Crown］ in Parliament）」として存続した。ここから
英国の近代が始まり、近代英国の対内主権は、「議会のなかの国王」すな
（ 3 ）　E.g., EC 加盟時の貴族院審議での法服貴族ロイド卿の発言 HL Deb., vol 323 
col. 367 （27 July 1971, Lord Lloyd of Hampstead）.

































（ 5 ）　Ellen Street Estates Ltd. v. Minister of Health ［1934］ 1 KB 590；Vauxhall 
Estates Ltd. v. Liverpool Corporation ［1932］ 1 KB 733.
（ 6 ）　A. V. Dicey, An Introduction to the Study of the Law of the Constitution 
（1885, 8th ed. 1915）.
（ 7 ）　E.g., R. v. Keyn （1876） 2 Ex D 63；Inland Revenue Commissioners v. Collco 


























裁判所は初期から一貫して判断してきた（EU 法の優位性）（後述（ 4 ）
③）。よって、EU 加盟後も英国が法的に無制限の国会主権を固守して EU
法違反の立法もいつでも正統にできると主張するなら、抵触する国内法に
優位すべき EU 法と論理的に対立し、EU 法を誠実に履行できなくなるこ
と必定なのである。
［1971］ 2 All ER 1380 （CA）.
（ 8 ）　E.g., Salomon v. Customs and Excise Commissioners ［1967］ 2 QB 116；
Maclaine Watson v. Department of Trade and Industry ［1989］ 3 All ER 523.
（ 9 ）　R v. Home Secretary, ex parte Brind ［1991］ 1 AC 696.
（10）　E.g., Salomon v. Customs and Excise Commissioners ［1967］ 2 QB 116；R v. 
Home Secretary, ex parte Brind ［1991］ 1 AC 696.




























（11）　Sionaidh Douglas─Scott, “Scotland, Secession, and the European Union” in A. 
McHarg et al eds., The Scottish Independence Referendum （Oxford U.P., 2016） 
pp.175─196, at 193.













公表したスコットランド統治権宣言（A Claim of Right for Scotland）は、
同会議に集った「我々は、自らの必要に最も適した政府の形を決定するス













（暫定憲法案 2 ・ 3 条）
（16）
。しかし住民投票では独立賛成が半数に達せず、暫
（13）　Aileen McHarg, “The Constitutional Code for Independence” in A. McHarg et 
al eds., The Scottish Independence Referendum （Oxford U.P., 2016） p.108.
（14）　House of Commons Library, “Claim of Right for Scotland” （Number 2016─
0158, 2 September 2016）.
（15）　Scottish Government, Scottish Draft Independence Bill：A Consultation on an 
Interim Constitution for Scotland （2014）
（16）　第 2 条は“In Scotland, the people are sovereign.”第 3 条は次の通り。“（1） In 
Scotland, the people have the sovereign right to self─determination and to choose 
freely the form in which their State is to be constituted and how they are to be 
















な 政 治 的 実 践 が 次 第 に 多 く あ ら わ れ る よ う に な っ た。 典 型 例 は
referendum（文脈により、国民投票または住民投票）である。そのため、一
governed. （2） All State power and authority accordingly derives from, and is 
subject to, the sovereign will of the people, and those exercising State power and 
authority are accountable for it to the people. （3） The sovereign will of the people 
is expressed in the constitution and, in accordance with the constitution and laws 
made under it, through the people’s elected representatives, at referendums and by 
other means provided by law. （4） The sovereign will of the people is limited only 
by the constitution and by the obligations flowing from international agreements to 
which Scotland is or becomes a party on the people’s behalf, in accordance with 
the constitution and international law.”
（17）　E.g., T. B. Smith, “The Union of 1707 as Fundamental Law” ［1957］ Public 
Law 99─121；ditto, British justice：Scottish contribution （Stevens & Sons, 1961） 
pp.201─213；J. D. B. Mitchell, Constitutional Law （W. Green & son, 2nd ed., 1968）, 
pp.63─91.





運動の党派性も帯びていた。See, Colin Kidd, Union and Unionisms：Political 
Thought in Scotland 1500 ─2000 （Cambridge U.P., 2008）, pp.81─133；Hector 
MacQueen, “Public Law, Private Law, and National Identity” in Cormac Mac 










頻出してきた。EU については、これ以上の EU への権限移譲は国民投票
による承認を要件とする2010年 EU 監視法をつくった。さらには2015年

















（20）　E.g., “Boris Johnson says opponents ‘don’t trust the people’” BBC News 6 Sep. 
2019. https://www.bbc.com/news/uk─scotland─scotland─politics─49599334
（21）　E.g., Dominic Grieve, “It is parliament’s duty to resist Johnson’s dangerous no─
deal Brexit strategy” Guardian, 7 Sep. 2019. https://www.theguardian.com/
commentisfree/2019/sep/07/parliament─duty─to─resist─boris─johnson─dangerous─
no─deal─brexit─strategy
60　　早法 95 巻 2 号（2020）
（ 4 ）EU と法
　本稿では英国における主権論議に焦点を当てるため、EU の法と制度に
ついては与件とし、最小限を確認するにとどめる。EU は1952年から1993
年までの EC の時代と、1993年12月以降の EU の時代に区分できるが、
EC の制度と法が基本的に維持されて現在の EU の制度と法に展開してい





　① EC は（今日の EU も）、加盟諸国が自らの主権の一部を制限または移
譲したことにより成立した、加盟諸国から独立した立法権・行政権・司法
権を設立条約に指定する範囲の政策事項についてもつ組織である。
　② EC 設立当初から今日まで、EC/EU が立法する「規則」は加盟国内
において直接に適用可能である（EC 条約189条＝運営条約288条）。また、
設立条約の条文にも加盟国内での直接適用を前提にした規定があった




権利を発生させる効果（直接効果）があり（Case 26/62, Van Gend en Loos 
［1963］ ECR 1）、加盟国の裁判所はその権利を、それと抵触する国内法よ
りも優先して保護する義務があると判断した（EC/EU 法の優位性）（Case 







に EC 裁判所は優位性についても、EC 法はそれと抵触する加盟各国の憲
法規定にも優先し、加盟各国の裁判所は、EC/EU 法に抵触するあらゆる




















　⑥ EU 独自の人権・基本権の保護について、EC 設立条約には明文規定




化して肯定し（旧 EU 条約 6 条 2 項＝現 EU 条約 6 条 3 項）、その後、個々の
具体的な基本権を列挙した EU 基本権憲章が2000年に起草され、2009年か
（23）　中村・須網前掲書（注22）112頁。
62　　早法 95 巻 2 号（2020）
ら法的拘束力が付与された（現 EU 条約 6 条 1 項）。
　⑦ 前述の①（独立の立法権等が EC/EU に存在する）に関連して、1970─80
年代に EC 裁判所は EC の「排他的」立法権、EC と構成国の「競合的」
立法権といった権限配分の法概念を判例法で作っていった（E.g., Case 




の EU においては、判例法をもとに EU と加盟国の間の立法権配分が明
文化された。立法事項・政策領域ごとに「EU に排他的な立法権」「EU
と加盟国が共有する立法権」「EU が加盟国の立法を補完支援するに限る










連合（union among the peoples of Europe）」が「絶えず緊密化する（ever 












　67年白書は、EC 加盟にあたり、①直接効果のある EC 法に国内法的効
力と効果を与える国会制定法が必要であると述べる（白書22段）。②また、









説明している。伝統的な国会主権の原則では、EC 加盟後も国会は EC 法
に反する立法ができ、英国の裁判所はその反 EC 立法を適用すべきものと
なる。しかし EC 法の優位性が求める法的結果は逆であって、そういう







（25）　Legal and Constitutional Implications of United Kingdom Membership of the 
European Communities （Cmnd. 3301） （1967）.
64　　早法 95 巻 2 号（2020）
の白書は、通常の国際条約と EC 条約の根本的な法的性質の違いに触れな






















あり、法学用語の研究にはない。判断基準は EC 原加盟 6 か国を見ることで
得られる。 6 か国は長らく EC に加盟している。彼らは主権国家か。この単






























（27）　HL Deb 27 July 1971 vol. 323 cols. 201─202. Lord Chancellor Lord Hailsham.
（28）　Id. cols. 205─206. Lord Chancellor Lord Hailsham.













ース政権の EC 加盟の主任交渉者リッポン議員（Geoffrey Rippon）であっ
た。議員はいう。












EC 加盟当時の国会が制定法を作って、既存および将来の EC 法に包括的
に国内法的効力を与え、それと抵触する国内法に優先することを認めるの
（29）　HC Deb 26 July 1971 vol. 822, col. 90. Sir Derek Walker─Smith.
（30）　HC Deb 26 July 1971 vol. 822, col. 147. Mr. Denis Healey.
（31）　HL Deb 8 May 1967 vol. 282, col. 1202. Lord Gardiner, LC.












　こうした国会審議のすえ、1973年 1 月 1 日からの正式加盟に備え、EC
法の包括的国内受容措置として、1972年 EC 加盟法（以下1972年法）が制定
された。
（ 4 ）1972年 EC 加盟法（European Communities Act 1972）
　1972年法の制定は、英国憲法の国際法と国内法の二元論的捉え方に忠実
である。そこで法 2 条 1 項で、直接効果のある EC 法を英国法として認め
（国内法的効力の付与）、かつ、英国の裁判所で行使可能な個人の権利を発
生させるものと認める（英国法上の権利発生という法的効果の付与）、と規定
した。そして法 2 条 4 項で、既存または将来のあらゆる国会立法は、「本
条の先立つ諸項に服しつつ解釈されかつ効力をもつものとする（shall be 
construed and have effect subject to the foregoing provisions of this section）」
と規定した。法 3 条 1 項は、英国の裁判所に対して、EC 法の効力や解釈
に関する問題は、EC 裁判所に付託して回答を得るか、または付託しない
ときは EC 法令と EC 裁判所の判例を自ら探知して、それらに従って判断
すべき旨を規定している。
　簡明にいえば、法 2 条 1 項は直接効果のある EC 法が英国内でも法であ
り直接に個人に権利を発生させ、英国の裁判所でその権利が行使可能だと
68　　早法 95 巻 2 号（2020）
認める、という。そして法 2 条 4 項は、直接効果のある EC 法上の権利を
奪ったり制限したりする国会制定法が EC 加盟後につくられても、そうい
う国会制定法は、「EC 法上の権利に服しつつ解釈され効力をもつ」。つま
りは EC 法と国会制定法が抵触したとき、EC 法上の権利が優先する。
1972年の国会としては、将来に向けて EC 法の優位性を認めることを規定








　①国会主権の原則は害されない。法 2 条 4 項は、英国の将来の立法を解釈
する裁判所に対して、直接効果のある EC 法が優先するような効果を与える
ように強いている。裏から言えば、1972年法は、国会が EC 法上の義務に抵











は字義通りの効果を与えるだろう」と述べたが（HC Deb, 13 June 1972, vol. 
838, col. 1320）、裁判所が EC 条約に適合的な解釈を工夫するものと期待し












えることである」（HC Deb, 13 June 1972, vol. 838, col. 1322）
（37）
。
















































（38）　H. W. R. Wade, “The Basis of Legal Sovereignty” （1955） CLJ 172─197.
（39）　H. W. R. Wade, Constitutional Fundamentals （Hamlyn Lecture 32） （Stevens 
































（40）　Wade, supra （note 38）, p.188.
（41）　Wade, supra （note 38）, p.188.
























　事案は、EC 加盟直前の国会審議のころ、英国政府が EC 加盟条約に署
（42）　Wade, supra （note 38）, p.189.























ば な ら な い。 大 法 官 サ ン キ ー 卿 が、British Coal Corporation v. Regem 




（44）　EC 加盟条約署名後に起こされた同じ論点の訴訟が McWhirter 事件である。



























法と EC 条約規定との抵触に関した。EC 条約は大原則として EC 法の適









（47）　E.g., Garland v. British Rail Engineering Ltd. ［1983］ 2 AC 751 （HL, 1982）；
Pickstone v. Freemans plc ［1989］ 1 AC 66.
（48）　E.g., Macarthys Ltd. v. Smith ［1979］ ICR 785 （CA）.
（49）　R. v. Secretary of State for Transport, ex p. Factortame ［1990］ 2 AC 85 （HL, 





















































（α）「1972年 EC 加盟法 2 条 4 項によって、1988年法は直接行使可能な
〔EU 法上の〕権利に従うように解釈され効力をもち、そのような権利は






（β）「EC 内において EC 法が構成国法に優位することが EEC 条約に必ず
（50）　R. v. Secretary of State for Transport, ex p. Factortame ［1990］ 2 AC 85 （HL, 
1989）.
（51）　R. v. Secretary of State for Transport, ex p. Factortame ［1990］ ECR I─2433 
（ECJ）
（52）　R. v. Secretary of State for Transport, ex p. Factortame Ltd. ［1991］ ECR I─
3905.
（53）　R. v. Secretary of State for Transport, ex p. Factortame Ltd. ［2000］ 1 AC 524, 
［1999］ 4 All ER 906.
（54）　R. v. Secretary of State for Transport, ex p. Factortame Ltd. ［1990］ 2 AC 85 
at 143C per Lord Bridge.
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（55）　R. v. Secretary of State for Transport, ex p. Factortame Ltd. ［1991］ AC 603 at 
658G─659C per Lord Bridge.
78　　早法 95 巻 2 号（2020）
権概念との断絶が生じる。その点をブリッジ意見は何ら釈明していない。








1972年法を通して裁判官に EC 法の支配への服従を命じ、かつ EC 裁判所
も EC 法の優位性原則を示して各国の裁判所に EC 法の支配への服従を命
じたため、裁判官の胸の内に静かな「憲法革命」が生じたことになる。ウ
ェイドはいう。











（56）　H. W. R. Wade, “What has happened to the Sovereignty of Parliament?” 
（1991） 107 LQR 1─4. See also, ditto, “Sovereignty：Revolution or Evolution?” 
（1996） 112 LQR 568─575. Cf., Paul Craig, “Sovereignty of the UK Parliament after 
Factortame” （1991） 11 YBEL 221；John Laws, “Law and Democracy”, ［1995］ P. L. 
72─93.
（57）　H. W. R. Wade, “What has happened to the Sovereignty of Parliament?” 




















（58）　こ れ が 裁 判 所、 学 説、 政 治 実 務 の 一 致 し た 理 解 で あ る。 判 例 で は、e.g., 
Jackson v. Her Majesty’s Attorney General ［2005］ UKHL 56, ［2006］ 1 AC 262, 
［2005］ 4 All ER 1253. 学 説 で は、e.g., Paul Craig, “Sovereignty of the United 
Kingdom：Parliament after Factortame” （1991） 11 Y. E. L. 221─255；T. R. S. 
Allan, “Parliamentary Sovereignty：Law, Politics and Revolution” （1997） 113 L. Q. 
R. 443─452；Ian Loveland, “Parliamentary Sovereignty and the European 
Community：the Unfinished Revolution?” （1996） 49 Parl. Aff. 517─535；Paul 
Craig, “The ECJ, National Courts and the Supremacy of Community Law” in 
Ingolf Pernice and Roberto Miccu （eds.）, The European Constitution in the 
Making （Nomos, 2003） 35─51；Mark Elliott, “Parliamentary Sovereignty and the 
New Constitutional Order：Legislative Freedom, Political Reality and Convention” 
（2002） 22 L. S. 340─375, ditto, “The Sovereignty of Parliament, the Hunting Ban, 
and the Parliamentary Acts” （2006） 65 Cambridge L. J. 1─4. 政治実務では、e.g., 
House of Commons Debate （on EU Constitution） HC Deb. 24 Mar 2004, vol. 419, 
col. 318.
80　　早法 95 巻 2 号（2020）
る立法権を未だもつ限りで、国会主権の「究極の」部分が残ると法的にも
政治的にも理解され、実際、その残存部分により、2016年の国民投票の結
果、国会は2018年 EC 脱退法を制定し、明文で1972年法 2 条を廃止した。
（c）メートル法殉教者事件（“Metric Martyr” Case）


























（59）　Thoburn v. Sunderland City Council ［2002］ EWHC 195 （Admin）, ［2003］ Q. 
B. 151, ［2002］ 4 All E. R. 156, ［2002］ 1 CMLR 50.
（60）　Directive 80/181/EEC ［1980］ OJ L 39/40.
（61）　Council Directive 89/617/EEC ［1989］ OJ L 357/28；Directive 1999/103/EC 
［2000］ OJ L 34/17.
（62）　Weights and Measures Act 1985 （c. 72）.
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Factortame 事件のブリッジ意見がすでに1972年 EC 加盟法は後法による
黙示的な改廃を受けないと判断しているので被告人らの主張は通らないと
述べる（判決59─61段）。
　そ の う え で、 ロ ー ズ 裁 判 官 は 新 た な 理 由 も 追 加 す る。 す な わ ち、
Factortame 事件以後もコモン・ローは発展し、2000年代の現在、「基本的















令を改正させることに成功した（Directive 2009/3/EC ［2009］ OJ L 114/10）。
82　　早法 95 巻 2 号（2020）
　進んでローズ裁判官は、EU 法と英国法の関係についても言及した。い





















































（64）　John Laws, “Law and Democracy” ［1995］ Public Law 72. See also, John Laws, 
“Is the High Court the Guardian of Fundamental Constitutional Rights?” ［1993］ 
Public Law 59；ditto, “Judicial Remedies and the Constitution” （1994） 57 M. L. R. 
213.


























判所は、EC 法にもとづき国会制定法が EC 法違反かどうかを審査するよ
うになり（EC 法にもとづく違憲立法審査）、EC 法違反を認めたときには当
該国会制定法の適用を拒否し、また直接効果のある EC 法を適用してき








格発生要件をフルタイム労働者は勤続 2 年、パート労働者は勤続 5 年とした）
が、直接効果のある EC 法（男女労働者の同一労働同一賃金原則を定める
EEC 条約119条）に反するとして EOC が政府を訴えたものである。本件の

















（66）　R. v. Secretary of State for Employment, ex p. Equal Opportunities 
Commission and Day ［1995］ 1 AC 1, ［1994］ 1 All ER 910 （HL）.
（67）　M. H. Marshall v Southampton and South─West Hampshire Area Health 
Authority （Teaching） ［1994］ 1 AC 530.


























EC 法を直接適用した例である。そして EC 法の適用範囲では、英国の裁
判所は国会に対して上位に立っている。（1972年法を制定した）英国会と
（1972年法の指示に従い EC 法にも服従するようになった）裁判所が EC 法の
優位性・直接効果を受容した結果、EC 法に反する国会制定法には従わな
（68）　Case 152/84, Marshall v. Southampton and South West Hampshire Area 
Health Authority ［1986］ ECR 723.
（69）　M. H. Marshall v Southampton and South─West Hampshire Area Health 
Authori ty （Teaching） ［1986］ ECR 723；［1988］ 3 CMLR 389 （IT）, ［1989］ 3 
CMLR 771 （EAT）, ［1990］ 3 CMLR 425 （CA）.
（70）　Case C─271/91, Marshall v. Southampton and South West Hampshire Area 
Health Authority ［1993］ ECR I─4367.
（71）　M. H. Marshall v Southampton and South─West Hampshire Area Health 





（ 3 ）EC から EU へ（EU の権限拡大）
（a）EU（マーストリヒト）条約（1992年締結、1993年発効）
　1993年発効の EU 条約（マーストリヒト条約）は、EC を独立に存続させ
つつ、それとは別に EU を創設し、EU 諸国政府が共通外交・安全保障と
司法内務の分野で EU の名で協力できる制度を定めた（いわゆる EU の第


















（72）　近 時 の 例 と し て、Benkharbouche v. Embassy of the Republic of Sudan；
Janah v. Libya ［2015］ EWCA Civ 33, ［2016］ QB 347, ［2015］ 2 CMLR 20, ［2016］ 1 
All ER 816（外国大使館の被用者の不当解雇等の訴えについて、国家免責を認める
制定法を「排除」して EU 法上の権利にもとづく訴訟を受理すべきだとした。）
（73）　R v Secretary of State for Foreign and Commonwealth Affairs, ex parte Rees─
Mogg, ［1993］ QB 552, ［1994］ 1 All ER 457, ［1994］ 2 WLR 115.
（74）　ちなみに本件の原告の William Rees─Mogg は、現在の EU 脱退派の急先鋒
Jacob Rees─Mogg 議員の父である。














マーストリヒト条約段階での EU 第 2 ・第 3 の柱の法的措置は、EU 各国
内に直接効果を生じないものとして明文で規定されていた。ゆえに EC の



















































（79）　“Blair confirms EU referendum u─turn” Guardian, 20 Apr. 2004. https://www.
theguardian.com/world/2004/apr/20/eu.politics6
（80）　“French say firm ‘No’ to EU treaty”, BBC News, 30 May 2005. http://news.
b b c . c o . u k /2 / h i / e u r o p e / 4592243 . s t m “D u t c h s a y ‘d e v a s t a t i n g n o’ t o E U 
constitution”, 2 June 2005. https://www.theguardian.com/world/2005/jun/02/
eu.politics
（81）　R （Wheeler） v. Office of the Prime Minister ［2008］ EWHC 1409 （Admin）.
（82）　Id. paras. 32─40.

























て2000年 に「政 党・ 選 挙・ 国 民 投 票 法（Political Parties, Elections and 
Referendums Act 2000）」（以下 PPERA）が作られ、選挙・国民投票等の実
（83）　Id. paras. 46─51.
































cxvi）、 と 論 じ た。A. V. Dicey, Introduction to the Study of the Law of the 
Constitution, 8th ed. （1915） （Liberty Classis reprint, 1982）
　　しかし、人民の拒否権的な国民投票を想定しても、その議論には疑問が残る。た




約48条 4 項・ 6 項）。国会は得たい結果を得るために2011年法を廃止する制定法を
つくることになりかねない。これは法的にはありうる選択肢だろうが、現実の政治
において度重なる民意を欺いて、逆に2011年法を廃止する立法を強行する国会は民




may become a part of the UK’s political and constitutional practice.）」〔下線筆
者〕が、可能な限りどのような場合に国民投票を実施するのが適切かにつ
いて政党を超えた合意を形成すべきである、と述べている（報告書62段）。










正統化理論として説得力に欠けるのではなかろうか。See also, Peter Leyland, 
“Referendums, Popular Sovereignty, and the Territorial Constitution” in Richard 





























の利用を規定した。2011年の EU 監視法（European Union Act 2011）、そし
て2015年 EU 国民投票法（European Union Referendum Act 2015）である
（88）
。








（88）　2011年 EU 監視法の詳細な分析は、Paul Craig, “The European Union Act 







94　　早法 95 巻 2 号（2020）













が党の政策に反して UKIP の EU 批判論になびき始めた。そこで総選挙後、保守
党は連立政権を維持するため党議員の統率をねらい、EU の権限拡大を監視し実効
的に阻止する手段として EU 監視法を制定するに至った。
（90）　法 4 条を整理して記せば次の通り。条約または EU 条約48条 6 項（簡易改正
手続）の決定が、以下の各号のいずれか該当するときは国民投票を実施しなければ
ならない（法 4 条 1 項）。なお、本条にいう権限の拡張には、権限の制限除去が含
まれる（法 4 条 2 項）。ただし、条約または EU 条約48条 6 項決定が、既存権限の
下での従前実務の明文化、英国以外の構成国にのみ適用される規定の創設、または
新規構成国の加盟条約に関係するというだけでは本条の原則に該当するわけではな
い（法 4 条 4 項）。




















　以上を要するに、2011年 EU 監視法は、一方で、これ以上の EU への権
限付与・権限移譲については、国会の行為（議決または制定法の採択）では
足りず、国民投票による承認も要するものに変更した。他方で、同法は、
EU 脱退や EU から一定の権限を英国に奪還する決定については扱ってい

















EU 監視法は英国政府が EU において国家としての意思表示をするまでの事前の国
内手続を規律するもので純粋に国内手続を扱うので、EU 法の適用には関係せず、
古典的な国会主権の原則がなお妥当するであろうから。
（92）　E.g., “Minister for Europe welcomes entry into force of the EU Act” https://
www.gov.uk/government/news/minister─for─europe─welcomes─entry─into─force─
of─the─eu─act





















（Parliamentary Voting System and Constituencies Act 2011）による国民投票であ
る。ここでは庶民院の選挙制度を alternative vote（疑似比例制）に変更すべきか
























に、その協定がないときは通知から 2 年の終了時に、EU 条約等の脱退通
知国への適用が終了するものと定める（ただし脱退通知国が申請すれば同国














（95）　R （on the application of Miller and another） v Secretary of State for Exiting 
the European Union ［2016］ EWHC 2768 （Admin）, ［2017］ 1 All ER 158 （High 
Ct.）；on appeal, ［2017］ UKSC 5, ［2018］ AC 61, ［2017］ 2 WLR 583, ［2017］ 1 All 
ER 593 （Supreme Ct.）.
98　　早法 95 巻 2 号（2020）
（a）Miller（No.1）事件（最高裁判所多数意見）
　第一審の高等法院は原告の主張を認め、被告による飛躍上訴を受けた最


























（96）　R （Miller） v The Secretary of State for Exiting the European Union ［2016］ 






realistic sense）では、英国において EU 法が適用される範囲では、EU 機関






















　「EU 脱退は、EU 条約や EU 立法から生じる EU 法の内容の変更とは根
本的に異なる。完全な脱退は、EU 法に由来する特定の権利義務や準則の廃
止とは、量的にも質的にも異なる。それは重大な憲法の変更なのであって、



























































らそうしていた。もしも EU 法が委任立法だったなら、Factortame 事件判決は違
う結果になっていただろう、というのである。Id. para. 68.
（98）　Id. paras. 121, 124.



























本稿 2 でみたように、EC 加盟時の国会は、EC 加盟の実現に必要な国内法整備
の目的でもっぱら審議しており、脱退まで含めて立法していたのではなかっ
た）。だが、たとえ1972年法が「EU に加盟する限りは」という条件を設













の裁判官を「人民の敵（Enemy of the People）」と糾弾し
（101）
、逆に最高裁の少










（ 3 ）EU 脱退交渉
　Miller（No.1）事件により、EU 脱退の決定、EU 脱退条件の承認を正
統になしうる主権者は国会であることが確認された。国会は、2017年に
EU 脱退通知法（European Union（Notification of Withdrawal）Act 2017）
を制定し、政府は同年 3 月29日に欧州理事会に対して正式に脱退意思を通
（101）　Daily Mail, 4 Nov 2016.
（102）　Daily Mail, 25 Jan. 2017.
104　　早法 95 巻 2 号（2020）
知した。同年 6 月19日、脱退協定交渉が EU との間で始まった。
（a）2018年 EU 脱退法






（法20条 1 項）、その期日に1972年法を廃止することを規定したが（法 1
条）、同時に、脱退日に有効の EU 法を脱退日以後も有効なまま（当面）
保持するため、「保持 EU 法（retained EU law）」なる類型
（103）
の英国法を設け
た（法 2 ・ 3 条）
（104）
。ただし、EU 法上の基本権・人権を列挙する EU 基本権
（103）　「保持 EU 法」には二類型ある。第一類型は「EU 法由来の国内立法（EU─






な る（法 7 条 1 項）。 第 二 類 型 は、「保 持 直 接 EU 立 法（retained direct EU 
legislation）」である。EU 規則のように直接効果がある EU 法は1972年法 2 条によ
り効力と効果を与えられていたので国内法に転換する必要がなかった。そのような
EU 法についても、脱退日以後、「保持直接 EU 立法」なる名称の英国法として効
力を維持するものと定めた（法 3 条）。この第二類型の立法は、脱退日以後、「主要
（principal）」と「補助（minor）」に区分され（法 7 条）、1998年人権法の適用上は、
「主要」保持直接 EU 立法（たとえば旧 EU 規則など）は、国会制定法（首位立
法）と同格、「補助」保持直接 EU 立法（たとえば EU 規則の施行細則たる欧州委
員会制定の「実施規則」など）は従位立法と同格となるが（法第 8 付則30段）、人
権法の適用以外の局面では英国法上の法の上下関係での地位は不明である。
（104）　ただし、脱退日に有効だったすべての EU 法がそのまま「保持 EU 法」とな
るわけでもない。法 8 条は、脱退に伴い意味を失う EU 法規定もあるため（EU 機
関の組織規定など）、国務大臣が規則により保持 EU 法の「欠陥」を予防、補正、
英国の国家主権・国会主権・人民主権と EU（中村）　　105
憲章は、脱退日以後は英国法として認めないものとした（法 5 条 4 項）。要
するに、脱退日時点で存在する EU 法が原則として「保持 EU 法」なる
英国法に自動的に転換される。ただし、その EU 法はもはや英国法に変
態したのであるから、EU 法としての絶対的な優位性は失う。そこで2018
年 EU 脱退法は、脱退日以後、EU 法の優位性原則は、脱退日以前につく
られた国内立法に対しては適用されるが、脱退日以後につくられる国内立







さらに EU 法の優位性が、脱退日以後、保持 EU 法について必ずしも全
面的には維持されないのも、国会主権の原則からすれば不可避の法的結果
である。












のある EU 運営条約規定や EU 規則であった場合、それと抵触する脱退日以前の
国会制定法には優位して適用されることになろう。




























（106）　See, Alison Young, “European Union （Withdrawal） Bill and the Meaningful 
Vote：Constitutional Inconsistency or Constitutional Inconvenience?” U. K. 
Const. L. Blog （20 Jun. 2018） https://ukconstitutionallaw.org/




























法 案（The UK Withdrawal from the European Union（Legal Continuity）
（Scotland）Bill）を独自につくり2018年 3 月21日に可決していた（女王未裁
可で法案どまり）（たとえば同法案17条は、脱退日以後も EU 法を保持するため




























（108）　Re UK Withdrawal from the European Union （Legal Continuity） （Scotland） 
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（113）　Leave EU “Do or Die” 26 June 2019 ［https://leave.eu/do─or─die/］. なお、政府
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退に反対する庶民院には解散総選挙を繰り返し要求した。脱退断行支持派
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日以後、「保持 EU 法」（脱退時にあった EU 法が英国法に変態されたもの）
の優位性は、脱退日以前につくられた国内立法との関係では適用される
が、脱退日以後につくられる国内立法との関係では原則として適用されな





























































　最後に、Brexit により英国人民は take back control をはたして実現し
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べきと発言）；Allister Heath, “We need a new Brexit constitution to replace the 
shattered old order” Telegraph 18 Sep. 2019. https://www.telegraph.co.uk/
politics/2019/09/18/need─new─brexit─constitution─replace─shattered─old─order/
（137）　成文憲法典の制定を展望するものとして、Vernon Bogdanor, Beyond Brexit： 
Britain’s Unprotected Constitution （I B Tauris & Co Ltd, 2019）.



















（138）　E.g., Jackson v Her Majesty’s Attorney General ［2005］ UKHL 56, para. 102 
（per Lord Steyn）〔行政行為の違法性審査手続や裁判所の裁判権を国会が廃止しよ
うとしたときは、それらは主権者たる国会といえども廃止できない憲法上の基礎だ
と裁判所が判断できるのではないかと述べる〕；paras. 104─107 （per Lord Hope）
〔ステイン裁判官と同旨〕；AXA General Insurance Limited v. The Lord Advocate 





Moohan v The Lord Advocate ［2014］ UKSC 67；［2015］ 1 AC 901, ［2015］ 2 All ER 
361, para. 35 （per Lord Hodge）〔AXA 事件の Hope 傍論を引用しつつ、国会多数
派が自分の勢力を維持するために選挙法立法をするような実際には起こりそうにも
ない事態が万一起きたなら、裁判所はコモン・ローにもとづいてかかる立法を違法
と宣言することができるだろうと述べる。〕
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り裁判所と国会の関係、そして人民と裁判所の関係でその展開が正統とい
えるかどうかが問われるだろう。
　いずれにせよ、英国の今後の憲法では人民を正面から法的に、憲法的
に、位置づけることが問われるだろう。そのときスコットランドの人民主
権論も英国全土に持ち込まれるかもしれない。古来言う。覆水は盆に返ら
ない。
　（2019.9.26脱稿）
※本研究は、科学研究費補助金基盤（C）一般（課題番号18K01227）の研究
成果の一部である。
